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別添１

 
第２期中間期事業概況（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 
 

【当期の特徴】 

 当期の事業は、前期と異なり、国土交通大臣が定めた「暫定協定」ではなく、当

社が平成１８年３月３１日に日本高速道路保有･債務返済機構（以下「機構」とい

う。）と締結した協定と、同日付で国土交通大臣から受けた道路整備特別措置法第３

条第６項の規定に基づく事業許可によって実施いたしました。すなわち、当期は、

日本道路公団の分割･民営化により発足した当社が本格的に事業をスタートさせる年

になったといえます。そこで当社では、ブランドネームを「NEXCO 東日本」と定め、

平成１８年４月１日から新たなロゴマークのもと、事業を展開してまいりました。 

 

【事業の概況】 

 当期の事業のうち、まず、道路管理事業におきましては、北海道縦貫自動車道な

ど計３４道路、平成１８年９月３０日現在における延長３，３４９㎞について、安

全で円滑な道路交通を確保しつつ、管理コストの抑制を図るとともに、ノンストッ

プ自動料金支払いシステム（以下「ETC」という。）を活用した「北海道 ETC 夏トク

ふりーぱす」を平成１８年７月１日から発売したほか、ETC 車載器を新たに購入して

ETC マイレージサービスに申し込まれたお客様を対象とした６００ポイントプレゼン

トキャンペーンの継続実施、平成１８年４月１日から一般有料道路のご利用につい

ても高速道路と同じく５０円分のご利用に対して１ポイントを付与するよう、マイ

レージ割引制度を拡大するなど、弾力的な料金設定や多様なサービスをお客様にご

提供してまいりました。また、効率的な業務執行とお客様サービスの向上を図り、

連結企業価値の最大化を推進するため、当社が行う業務の根幹であり、管理瑕疵、

企業信用に直結し、かつ経験・ノウハウ・技術の蓄積が必要な業務である料金収受

業務・保全点検業務について、当社の一部門として戦略を共有しながら一体的に事

業を実施する当社全額出資の子会社６社を設立しました。 

 次に、道路建設事業におきましては、道路構造の見直しや技術開発などによる徹

底したコスト削減を行いつつ、５２５㎞の道路の新設事業と５６㎞の改築事業等を

推進してまいりました。新直轄区間につきましては、技術とノウハウを活かして国

の事業推進に協力し、東日本地域における信頼性の高い高速道路ネットワークの構

築に貢献してまいりました。 

 さらに、サービスエリア･パーキングエリア（以下「SA･PA」という。）事業におき

ましては、当社が管理運営する２６５箇所の SA･PA のうち、これまで財団法人道路

サービス機構及び財団法人ハイウェイ交流センターが行ってきた１７７箇所の営業

施設の管理運営事業について、平成１８年４月１日から当社全額出資の子会社「ネ

クセリア東日本株式会社」が事業を引き継ぎ、SA・PA をより魅力ある空間として楽

しんでいただけるよう専門性・効率性を追求しながら、当社と一体となって事業を

推進してまいりました。 

 また、料金徴収施設等の耐用年数の短縮に伴い、機構に支払う道路資産賃借料を

変更するとともに、これまで社会実験を行っていたスマートＩＣの１０月１日から

の本格導入に向け、機構と締結している協定を平成１８年９月２１日に一部変更し

ました。 
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第２期中間決算の概要 

 

   当社における平成１８営業年度（第２期）中間決算は、平成１８年４月１日

から平成１８年９月３０日までの半年間の決算数値です。（数字は原則として億円未

満を切り捨てています。） 

 

《単体財務諸表》 

貸借対照表 

別添２

【資産の部】 

（１）資産合計は６，８７７億円で、流動資産が約３分の２、固定資産が約３分の

１を占めています。流動資産が多いのは仕掛道路資産が２，５１５億円を占

めているためです。仕掛道路資産は高速道路の新設、改築、修繕または災害

復旧事業における工事中の資産で、機構（独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構）に未だ引渡しをしていない資産のことです。 

（２）固定資産は前期末から９４億円増加しましたが、増加の主な要因は、子会社

のネクセリア東日本㈱（以下、単にネクセリア）が４月１日からＳＡ・ＰＡ

の事業を開始するために、当社が財団法人（道路サービス機構及びハイウェイ交

流センター）から建物等の資産の譲渡を受けたことによるものです。 

【負債の部】 

（３）負債合計は、５，４７８億円です。固定負債のうち２，６０５億円を道路建

設関係社債及び同長期借入金が占めています。 

（４）道路建設関係社債は全額が政府保証債で、今期新たに７００億円発行し、会

社発足後累計で１，３００億円の発行となりました。（今期から社債発行差金

を社債の額から控除して表示してあります） 

【純資産の部】 

（５）純資産合計は、１，３９８億円です。その他の資本剰余金として、固定資産

評価額等の調整にかかる資本剰余金６２億円を計上しています。 
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損益計算書 

【営業損益の部】 

（６）高速道路事業営業損益は、営業収益３，７４３億円に対し営業費用 

３，３８８億円と、差し引き３５４億円の営業利益となりました。関連事業営

業損益は、営業収益３６４億円に対し営業費用３３２億円と、差し引き３１億

円の営業利益となりました。関連事業のうち新直轄高速道路やその他の道路に

かかる建設等の受託事業を除いた収益事業にかかる営業収益は６５億円、営業

費用は３４億円、営業利益は差し引き３０億円となっています。 

 

（７）この結果、高速道路事業と関連事業を合わせた全事業営業利益は３８６億円

となりました。しかしながらこの太宗を占める高速道路事業からの利益は上

半期特有の現象であると捉えています。（後掲《今年度通期における損益の見

通し》参照） 

 

【営業外損益の部】 

（８）営業外収益は９億円、営業外費用は８億円です。結果、当期の経常利益は 

３８７億円となりました。 

 

【特別損益の部】 

（９）特別損失に、ハイウェイカード偽造損失引当金残高を超える当期払戻分３億

円を計上しました。（なお、ハイウェイカードについては被害推計額（旧日本道路公団

分全体で 417億円と推計）に基づき、９億円を引当金に繰り入れました。） 

 

（１０）この結果、法人税等を差し引いた後の当期純利益は、２２３億円となりま

した。 

 

株主資本等変動計算書 

（１１）純資産合計は１，３９８億円です。 
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《連結財務諸表》 

 連結子会社は、ネクセリア及び維持管理業務を行う当社 100%出資の子会社６社の

合計７社ですが、当中間期において営業を行っているのはネクセリアだけであり、

単体財務諸表との相違はほとんどがネクセリアの活動により生じるため、ここでは

その要点を記載します。なお、持分法適用会社は、当社出資の関連会社である東京

湾横断道路㈱及び東北高速道路ターミナル㈱の２社であり、これらは当社の持分比

率の範囲内で当社の損益に影響を与えています。 

 

 ネクセリアの当中間期の営業利益は１４億円あり、単体の全事業営業利益３８６

億円にその分が加算されます。即ち、連結損益計算書 における【営業利益】は４

００億円となります。また、出資関連会社２社の持分法適用による当社の損益に関

しては、【営業外収益】に５億円加算されます。この結果、【経常利益】は４０７億

円となり、税金等調整後の【中間純利益】は２３８億円となります。この額は単体

の中間純利益２２３億円から１５億円増となります。 

 

 連結貸借対照表 の【純資産の部】には、この当期純利益と関連会社にかかる過

年度持分投資利益が計上されている関係で、単体の利益剰余金（純資産の部）を２

１億円押し上げています。結果、純資産の部は１，４１９億円になりました。また、

資産及び負債については、ネクセリアの資産及び負債を取り込んだうえで当社との

債権債務にかかる相殺消去を行った結果、【資産の部】では単体から１０４億円増加

して６，９８１億円となり、【負債の部】では単体から８３億円増加して５，５６２

億円となっています。 

 

連結キャッシュフロー計算書 では、営業活動によるキャッシュフローがマイナ

ス７１７億円、投資活動によるものは５８億円、財務活動によるものは６１６億円

であり、この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は４２億円前期末から減少

し、６２２億円となりました。 
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◎《今年度通期における損益の見通し》 

 

 今年度通期（平成 19 年 3 月期）においては、単体ベースでは、営業利益として高

速道路事業で約１９億円、関連事業で約２０億円、合せて全事業で約４０億円を予

想しており、当期純利益としては約２４億円を予想しております（表 1）。また、連

結ベースでは、営業利益は高速道路事業は単体と同じ約１９億円ですが、関連事業

で約３５億円が計上されるため、全事業で約５４億円となり、当期純利益としては

約４６億円を予想しております（表 2）。 

高速道路事業においては、当中間期においては前掲の損益計算書にありますよう

に約３５４億円の営業利益を計上しておりますが、通期では約１９億円程度にまで

下がると予想しております。当社の事業は、年間を通して常に高速道路を良好な状

態に保ちお客様に快適なサービスを提供することでありますが、一方で管轄内に積

雪寒冷地が多く存在するため冬期における交通確保のための雪氷対策等で冬場に費

用が増えます。また、維持修繕関係の工事は、多くが下半期に完成するため、下半

期により多く費用化されます。一方で夏期の方が天候や長期休暇の関係で料金収入

は冬期よりも多い傾向にあります。このように元来、上半期は下半期に比べ料金収

入が多く、費用は下半期の方が多い構造となっていますが、貸付料は上半期と下半

期で同額を支払っていることから、上半期で出た利益は通期では減少することにな

ります。年度事業計画（通期）においても、高速道路事業の営業利益を１３億円

（経常利益ではゼロ）と公表しているところです。 

なお、ここに記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見

通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況等の変

化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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《表１》年度損益の見通し〔単体ベース〕 （単位：億円・切捨） 
 中間期実績 下半期見込 通期見通し 事業計画(通期)

【高速道路事業】     
営業収益 ３，７４３ ４，３３１ ８，０７５ ８，０９３ 
うち料金収入等＊ ３，６９７ ３，４０３ ７，１００ ７，１１９

うち道路資産完成高 ４６ ９２８ ９７４ ９７５

営業費用 ３，３８８ ４，６６６ ８，０５５ ８，０８０ 
うち管理費等＊＊ ７０８ １，１０４ １，８１２ １，８３６

うち貸付料 ２，６３４ ２，６３４ ５，２６８ ５，２６８

うち道路資産完成原価 ４６ ９２８ ９７４ ９７４

営業利益 ３５４ ▲３３５    １９ １３ 
【関連事業】     
営業利益  ３１  ▲１０    ２０ １６ 
【全事業】     
営業利益   ３８６ ▲３４５    ４０    ２９ 
経常利益   ３８７  ▲３４２    ４４    １３ 
中間(当期)純利益   ２２３  ▲１９８    ２４     ８ 
※億円未満端数切捨てのため、表上の計算は合わない場合があります。 

＊料金収入等にはその他収入を含みます。 ＊＊管理費等にはマイレージ費用等を含みます。 

 

 
《表２》年度損益の見通し〔連結ベース〕 （単位：億円・切捨） 
 中間期実績 下半期見込 通期見通し 
【高速道路事業】    
営業収益 ３，７４３ ４，３３１ ８，０７５ 
うち料金収入等＊ ３，６９７ ３，４０３ ７，１００

うち道路資産完成高 ４６ ９２８ ９７４

営業費用 ３，３８８ ４，６６６ ８，０５５ 
うち管理費等＊＊ ７０８ １，１０４ １，８１２

うち貸付料 ２，６３４ ２，６３４ ５，２６８

うち道路資産完成原価 ４６ ９２８ ９７４

営業利益 ３５４ ▲３３５    １９ 
【関連事業】    
営業利益  ４５  ▲１０    ３５ 
【全事業】    
営業利益   ４００ ▲３４５    ５４ 
経常利益   ４０７  ▲３３５    ７１ 
中間(当期)純利益   ２３８  ▲１９２    ４６ 
※億円未満端数切捨てのため、表上の計算は合わない場合があります。 

＊料金収入等にはその他収入を含みます。 ＊＊管理費等にはマイレージ費用等を含みます。 
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別添３ 

 

１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  51,552

２．高速道路事業営業未収入金  46,689

３．未収入金  3,616

４．有価証券  64,980

５．仕掛道路資産等  253,552

６．その他  34,903

 貸倒引当金  △51

流動資産合計  455,243 66.2

Ⅱ 固定資産  

Ａ 高速道路事業固定資産  

 １．有形固定資産  

  (1)機械及び装置  57,496

  (2)その他  35,980

有形固定資産合計 ※１ 93,477

 ２．無形固定資産  1,163

高速道路事業固定資産合計  94,640 13.8

Ｂ 関連事業固定資産  

 １．有形固定資産  

  (1)土地  74,783

  (2)その他  18,878

有形固定資産合計 ※１ 93,661

 ２．無形固定資産  11

関連事業固定資産合計  93,673 13.6
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当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ｃ 各事業共用固定資産  

 １．有形固定資産 ※１ 24,690

 ２．無形固定資産  2,217

各事業共用固定資産合計  26,908 3.9

Ｄ その他の固定資産  

１．有形固定資産 ※１ 494

その他の固定資産合計  494 0.1

Ｅ 投資その他の資産  

１．投資その他の資産  17,273

 貸倒引当金  △815

投資その他の資産合計  16,457 2.4

固定資産合計  232,174 33.8

Ⅲ 繰延資産  299 0.0

資産合計 ※２ 687,717 100.0
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当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．高速道路事業営業未払金  69,697

２．短期借入金  19,652

３．１年以内返済予定長期借入金  9,223

４．未払金 ※４ 8,210

５．引当金  2,911

６．その他  60,989

流動負債合計  170,685 24.8

Ⅱ 固定負債  

１．道路建設関係社債 ※２ 129,698

２．道路建設関係長期借入金  130,900

３．その他の長期借入金  52,498

４．退職給付引当金  54,436

５．その他引当金  6,505

６．その他  3,166

固定負債合計  377,205 54.8

負債合計  547,890 79.7
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当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  52,500 7.6

２．資本剰余金  

(1)資本準備金  52,500

(2)その他資本剰余金  6,293

資本剰余金合計  58,793 8.6

３．利益剰余金  

(1)その他利益剰余金  

別途積立金  5,585

繰越利益剰余金  22,947

利益剰余金合計  28,533 4.1

株主資本合計  139,826 20.3

Ⅱ 評価・換算差額等  － －

Ⅲ 新株予約権  － －

純資産合計  139,826 20.3

負債純資産合計  687,717 100.0
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別添４ 

 
 
 

②【中間損益計算書】 

  
当中間会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．高速道路事業営業損益  

１．営業収益  374,394 91.1

２．営業費用  338,899 82.5

  高速道路事業営業利益  35,495 8.6

Ⅱ．関連事業営業損益  

１．営業収益  

 (1)受託事業営業収益  29,876

 (2)道路休憩所事業営業収益  6,049

 (3)その他の事業営業収益  487 36,414 8.9

２．営業費用  

 (1)受託事業営業費  29,829

 (2)道路休憩所事業営業費  3,094

 (3)その他の事業営業費  370 33,294 8.1

関連事業営業利益  3,120 0.8

   全事業営業利益  38,615 9.4

Ⅲ．営業外収益 ※１ 936 0.2

Ⅳ．営業外費用 ※２ 824 0.2

経常利益  38,728 9.4

Ⅴ．特別利益  67 0.0

Ⅵ．特別損失  341 0.1

税引前中間純利益  38,454 9.4

法人税、住民税及び事業税  16,140

法人税等調整額  － 16,140 3.9

中間純利益  22,314 5.4

     

（注）百分比は、全事業営業収益（410,808百万円）を100とする比率であります。 
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別添５  
 

 
③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成 18年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資 本 

準備金 

その他資

本剰余金

資本 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

株主資本

合計 

平成 18 年３月 31 日

残高 （百万円） 
52,500 52,500 － 52,500 － 6,218 6,218 111,218

中間会計期間中の 

変動額 
    

別途積立金の積立   5,585 △5,585 － －

固定資産評価額等の 

調整（注） 
  6,293 6,293   6,293

中間純利益   22,314 22,314 22,314

中間会計期間中の 

変動額合計 

（百万円） 

  6,293 6,293 5,585 16,728 22,314 28,608

平成 18 年９月 30 日 

残高 （百万円） 
52,500 52,500 6,293 58,793 5,585 22,947 28,533 139,826

（注）その他資本剰余金の変動額は、当社成立時に日本道路公団より承継した固定資産評価額等の調整によるもので 

あります。 

 

 

 

評価・換算差額等 新株予約権 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日

残高 （百万円） 
－ － 111,218

中間会計期間中の 

変動額 
  

別途積立金の積立   －

固定資産評価額等の 

調整（注） 
  6,293

中間純利益   22,314

中間会計期間中の 

変動額合計 

（百万円） 

  28,608

平成 18 年９月 30 日 

残高 （百万円） 
－ － 139,826
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 

（自 平成 18年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

②満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法）によっております。 

(2) たな卸資産 

  ①仕掛道路資産 

    個別法による原価法によっております。 

    なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その

他の附帯費用を加算した価額に労務費・人件費等のうち道路建設に要した

費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した費

用の額を加えた額としております。 

    また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工

事完了の日までに発生したものは建設価額に算入しております。 

②商品・原材料・貯蔵品 

    最終仕入原価法等による原価法によっております。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    主な耐用年数は以下のとおりであります。 

     構築物      10～60 年 

     機械及び装置   ５～17 年 

    なお、日本道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基に

した中古資産の耐用年数によっております。 

(2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能額を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

    従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(3) ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 

ハイウェイカードの不正使用に伴う将来の損失に備えるため、今後、判明

すると見込まれる被害額を推計して計上しております。 

(4) 回数券払戻引当金 

   利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払戻実績率により払戻見込

額を計上しております。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

   数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。 

(6) ETC マイレージサービス引当金 

   ETC マイレージサービス制度による無料走行に備えるため、当中間会計期

間末におけるポイント発行残高に対する将来の使用見込額を計上しておりま

す。 

 

別添６ 
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当中間会計期間 

（自 平成 18年 4月 1 日 

                          至 平成 18 年 9月 30 日） 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

５ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

  高速道路事業営業収益のうち、道路資産完成高の計上は工事完成基準とし、

受託事業営業収益に係る工事のうち、請負金額が 50 億円以上の長期工事（工

期２年超）については、工事進行基準を適用しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(3) 繰延資産の処理方法 

   道路建設関係社債発行費 

     社債の償還期限までの期間で均等償却しております。 

    ただし、前事業年度に計上されていたものについては、社債の償還期限

までの期間または３年のいずれか短い期間で均等償却しております。  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

当中間会計期間 

（自 平成 18年 4月 1 日 

              至 平成 18 年 9月 30 日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 139,826 百万円でありま

す。 

 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

  当中間会計期間より、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成 18 年 8 月 11 日 実務対応報告第 19 号）を適用しており

ます。 

  これによる経常利益、税引前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

  なお、前事業年度において繰延資産に含めておりました道路建設関係社債発

行差金 72 百万円は、当中間会計期間から道路建設関係社債から控除して表示

しております。 

 

（金融商品に関する会計基準等） 

  当中間会計期間より、改正後の「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成 18 年 8 月 11 日 企業会計基準第 10 号）及び「金融

商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 最終改正平成 18 年 4 月 27

日 会計制度委員会報告第 14号）を適用しております。 

  これによる経常利益、税引前中間純利益に与える影響は軽微であります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別添７ 

注記事項 

 

（中間貸借対照表関係） 

 

当中間会計期間末 

（平成 18 年 9 月 30 日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  

                   13,495 百万円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   高速道路株式会社法第８条の規定により、総財産を道路建設関係社債

130,000 百万円（額面額）の担保に供しております。 

 

３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証

を行っております。 

(1)  日本道路公団等民営化関係法施行法第 16 条の規定により、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西

日本高速道路株式会社が日本道路公団から承継した借入金及び道路債券

（国からの借入金、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が承

継した借入金及び国が保有している債券を除く。）に係る債務について

は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、中日本高速道路株

式会社及び西日本高速道路株式会社と連帯して債務を負っております。

 

 

 

 

 

 

 

(2)  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第 15 条の規定によ

り、高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるた

めに負担した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引

き渡した額のうち、以下の金額については、中日本高速道路株式会社及

び西日本高速道路株式会社と連帯して債務を負っております。 

 

(独)日本高速道路保有・債務返済機構     25,350 百万円 

 

なお、上記引き渡しにより、当中間会計期間で道路建設関係長期借入

金が 4,800 百万円減少しております。 

 

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「未払金」

に含めて表示しております。 

 

(独)日本高速道路保有･債務返済機構 11,111,237百万円

中日本高速道路㈱ 53,033百万円

西日本高速道路㈱ 49,372百万円

計 11,213,643百万円
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（中間損益計算書関係） 
 

当中間会計期間 

（自 平成 18 年 4月 1 日 

            至 平成 18 年 9月 30 日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

    受取利息              42 百万円 

    有価証券利息                29 百万円 

    原因者負担収入         499 百万円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

    支払利息                      617 百万円 

 

 

３ 減価償却実施額 

    有形固定資産                  7,426 百万円 

    無形固定資産                    462 百万円 

 

 

 

 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 

当中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

 

 

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      該当事項はありません。 
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（リース取引関係） 

 

   当中間会計期間 

（自 平成 18年 4月 1 日 

  至 平成 18 年 9月 30 日） 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

取得価額 

相当額 

（百万円）

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

中間期末 

残高相当額

（百万円）

工具器具備品 557 172 385

ソフトウェア 11 8 2

合 計 569 180 388

※未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

     １年内            158 百万円 

     １年超            229 百万円   

      合計             388 百万円 

※未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

     支払リース料          90 百万円 

     減価償却費相当額        90 百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引 

  道路資産の未経過リース料 

    １年内           529,971 百万円 

    １年超        26,298,079 百万円   

     合計        26,828,051 百万円 

 

（注）１.  当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は、道路資

産の貸付料を含む協定について、おおむね５年ごとに検討を加え、必

要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされて

おります。ただし、道路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構法第 17 条に規定する基準に適合しなく

なった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるお

それがある場合には、上記の年限に関わらず、相互にその変更を申し

出ることができるとされております。  

２.  道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収

入の変動率に相当する金額を加えた金額（加算基準額）を超えた場

合、当該超過額（実績料金収入―加算基準額）が加算されることと

なっております。また、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金

収入の変動率に相当する金額を減じた金額（減算基準額）に足りない

場合、当該不足額（減算基準額―実績料金収入）が減算されることと

なっております。 
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（有価証券関係） 

 

     当中間会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日）において、子会社株式及び関連会 

社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

 

 

（１株当たり情報） 

 

     中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 
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２【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  58,424

２．高速道路事業営業未収入金  46,687

３．未収入金  4,196

４．有価証券  64,980

５．仕掛道路資産等  253,729

６．その他  35,330

貸倒引当金  △51

流動資産合計  463,296 66.4

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1)機械及び装置  58,672

(2)土地  89,875

(3)その他  63,856

有形固定資産合計 ※１ 212,403 30.4

２．無形固定資産  3,697 0.5

３．投資その他の資産  

(1)投資その他の資産  19,299

貸倒引当金  △815

投資その他の資産合計  18,484 2.7

固定資産合計  234,585 33.6

Ⅲ 繰延資産  299 0.0

資産合計 ※２ 698,181 100.0

  

別添８ 
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当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．高速道路事業営業未払金  69,697

２．短期借入金  19,652

３．一年以内返済予定長期借入金  9,223

４．未払金 ※４ 8,681

５．引当金  3,101

６．その他  62,458

流動負債合計  172,815 24.8

Ⅱ 固定負債  

１．道路建設関係社債 ※２ 129,698

２．道路建設関係長期借入金  130,900

３．長期借入金  52,498

４．退職給付引当金  56,301

５．その他引当金  6,505

６．その他  7,491

固定負債合計  383,395 54.9

負債合計  556,210 79.7

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  52,500 7.5

２．資本剰余金  58,793 8.4

３．利益剰余金  30,677 4.4

株主資本合計  141,970 20.3

Ⅱ 評価・換算差額等  － －

Ⅲ 新株予約権  － －

Ⅳ 少数株主持分  － －

純資産合計  141,970 20.3

負債純資産合計  698,181 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年4月 1日 
  至 平成18年9月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益  419,272 100.0

Ⅱ 営業費用  

１．道路資産賃借料  263,411

２．高速道路等事業管理費 
  及び売上原価 

 86,602

３．販売費及び一般管理費 ※１ 29,217 379,231 90.4

営業利益  40,040 9.6

Ⅲ 営業外収益  

１．受取利息  82

２．土地物件貸付料  248

３．持分法による投資利益  520

４．原因者負担収入  499

５．その他  185 1,537 0.3

Ⅳ 営業外費用  

１．支払利息  620

２．その他  207 827 0.2

経常利益  40,750 9.7

Ⅴ 特別利益  67 0.0

Ⅵ 特別損失  341 0.0

税金等調整前中間純利益  40,476 9.7

法人税、住民税及び事業税  17,751

法人税等調整額  △ 1,079 16,672 4.0

少数株主利益  － －

中間純利益  23,804 5.7

  

別添９ 
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別添 10 

③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 
当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

株主資本 

 
資本金 

資 本 

剰余金 

利 益 

剰余金 

株主資本

合  計

評価･換算

差 額 等

新 株 

予約権 

少数株主 

持  分 

純資産 

合 計 

平成 18 年 3 月

31 日残高 

（百万円） 

52,500 52,500 6,872 111,872 － － － 111,872

中間連結会計期

間中の変動額 
   

固定資産評

価額等の調

整(注) 

6,293 6,293   6,293

中間純利益  23,804 23,804   23,804

中間連結会計期

間中の変動額合

計（百万円） 

6,293 23,804 30,098   30,098

平成 18 年９月

30 日残高 

（百万円） 

52,500 58,793 30,677 141,970 － － － 141,970

（注）資本剰余金の変動額は、当社成立時に日本道路公団より承継した固定資産評価額等の調整によるものであり

ます。 
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別添 11
 

④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益  40,476

減価償却費  7,861

持分法による投資利益  △520

退職給付引当金の増減額（減少：△）  351

賞与引当金の増減額（減少：△）  452

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △21

受取利息  △82

支払利息  2,483

固定資産売却損  0

固定資産除却費  908

売上債権の増減額（増加：△）  24,071

たな卸資産の増減額（増加：△） ※２ △59,826

仕入債務の増減額（減少：△）  △47,965

その他  △27,292

小計  △59,102

利息及び配当金の受取額  52

利息の支払額  △2,328

法人税等の支払額  △10,375

  営業活動によるキャッシュ・フロー  △71,754

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △1,200

固定資産の取得による支出  △1,536

固定資産の売却による収入  2

有価証券の取得による支出  △59,957

有価証券の売却による収入  74,997

営業譲受等による支出  △6,482

その他  7

投資活動によるキャッシュ・フロー  5,831

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 ※２ △7,881

道路建設関係社債の発行による収入  69,550

財務活動によるキャッシュ・フロー  61,668

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △4,254

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  66,478

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 62,224
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別添 12 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数              ７社 

 連結子会社の名称 ネクセリア東日本㈱、㈱ネク

スコ・エンジニアリング北海道、㈱ネクスコ・エン

ジニアリング東北、㈱ネクスコ・エンジニアリング

関東、㈱ネクスコ・エンジニアリング新潟、㈱ネク

スコ・トール東北、㈱ネクスコ・トール関東 

 なお、㈱ネクスコ・エンジニアリング北海道、㈱

ネクスコ・エンジニアリング東北、㈱ネクスコ･エ 

ンジニアリング関東、㈱ネクスコ･エンジニアリン 

グ新潟、㈱ネクスコ・トール東北、㈱ネクスコ･ 

トール関東については、当中間連結会計期間におい

て新たに設立したことから、連結子会社に含めるこ

ととしております。 

(2)非連結子会社の数             11社 

  非連結子会社の名称 

奥羽道路サービス㈱ 

関越道路サービス㈱ 

常磐ハイウェイ・サービス㈱他 

 

（非連結子会社について連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社数         ２社 

会社等の名称 東京湾横断道路㈱ 

       東北高速道路ターミナル㈱ 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（奥羽道路

サービス㈱他）及び関連会社（㈱ウェイザ他）は、

中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に与える影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、9 月 30 日であり、中間

連結決算日と同一であります。 
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当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券  満期保有目的の債券 

          償却原価法（定額法）によっており

ます｡ 

②たな卸資産 

仕掛道路資産 

個別法による原価法によっておりま

す｡ 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当し

た借入資金の利息で、当該資産の工事

完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

商品・原材料・貯蔵品 

最終仕入原価法等による原価法に

よっております｡ 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 当社は定額法を採用し、連結子会社は定率法を採

用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 

構築物 10年～60年

機械及び装置 ５年～17年
 

  なお、当社が日本道路公団から承継した資産

については、上記耐用年数を基にした中古資産

の耐用年数によっております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能額を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 
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当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

②賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を計上しております。

③ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 

 ハイウェイカードの不正使用に伴う将来の損失に

備えるため、今後、判明すると見込まれる被害額を

推計して計上しております。 

④回数券払戻引当金 

 利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払

戻実績率により払戻見込額を計上しております。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

⑥ETCマイレージサービス引当金 

 ETCマイレージサービス制度による無料走行に備

えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント

発行残高に対する将来の使用見込額を計上しており

ます。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

①収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

  当社は、営業収益のうち、高速道路事業に係

る道路資産完成高の計上は工事完成基準とし、

受託事業に係る工事のうち、請負金額が50億円

以上の長期工事（工期２年超）については、工

事進行基準を適用しております。 

②消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 
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当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

③繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費 

社債の償還期限までの期間で均等償却して

おります。 

ただし、前連結会計年度に計上されたもの

については、社債の償還期限までの期間また

は３年のいずれか短い期間で均等償却してお

ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

141,970百万円であります。 

 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当中間連結会計期間より、「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18

年8月11日 実務対応報告第19号）を適用しておりま

す。 

 これによる経常利益、税金等調整前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

 なお、前連結会計年度において繰延資産に含めてお

りました道路建設関係社債発行差金72百万円は、当中

間連結会計期間から道路建設関係社債から控除して表

示しております。 

 

（金融商品に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間より、改正後の「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正

平成18年8月11日 企業会計基準第10号）及び「金融

商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 

最終改正平成18年4月27日 会計制度委員会報告第14

号）を適用しております。 

これによる経常利益、税金等調整前中間純利益に

与える影響は軽微であります。 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

  当中間連結会計期間より、「企業結合に係る会計

基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号）並

びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間 
  （平成18年9月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  13,503百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

高速道路株式会社法第８条の規定により、当社の

総財産を道路建設関係社債130,000百万円（額面

額）の担保に供しております。 

３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(1)日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定 

により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返 

済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速 

道路株式会社が日本道路公団から承継した借入金 

及び道路債券（国からの借入金、独立行政法人日 

本高速道路保有・債務返済機構が承継した借入金 

及び国が保有している債券を除く。）に係る債務 

については、独立行政法人日本高速道路保有・債 

務返済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本 

高速道路株式会社と連帯して債務を負っておりま 

す。 
 

(独)日本高速道路保有･債務返済機構 11,111,237百万円

中日本高速道路㈱ 53,033百万円

西日本高速道路㈱ 49,372百万円

計 11,213,643百万円

 

(2)独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法 

第15条の規定により、高速道路の新設、改築、修 

繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担 

した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務 

返済機構に引き渡した額のうち、以下の金額につ 

いては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返 

済機構、中日本高速道路株式会社及び西日本高速 

道路株式会社と連帯して債務を負っております。 

 

 (独)日本高速道路保有･債務返済機構   25,350百万円 

 

   なお、上記引き渡しにより、当中間連結会計期

間で道路建設関係長期借入金が4,800百万円減少

しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「未払金」に含めて表示しております。 

別添 13
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（中間連結損益計算書関係） 
 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

利用促進費 9,370百万円

引当金繰入額 8,721百万円

給与手当 3,771百万円

 

 

※２ 特別利益の主要項目 

   固定資産評価額調整益        67百万円

    当社設立時の固定資産評価額調整に伴い、減価

償却累計額の調整を実施したものであります。 

 

※３ 特別損失の主要項目 

   偽造ハイウェイカード損失       341百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数 

（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計 

期間末株式数 

（千株） 

普通株式 105,000 － － 105,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 58,424百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,200百万円

取得日から３か月以内に償還期限の

到来するコマーシャル・ペーパー

（有価証券） 4,999百万円

現金及び現金同等物 62,224百万円
 
 

※２ 営業活動によるキャッシュ・フロー、たな卸資産

  の増減額△59,826百万円には、道路整備特別措置法

  第51条第２項から第４項までの規定により独立行政

  法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属したた

  な卸資産の額4,633百万円が含まれ、また、財務活 

  動によるキャッシュ・フロー、長期借入金の返済に

  よる支出△7,881百万円には、独立行政法人日本高 

  速道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定に

  より独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

  が行った債務引受の額△4,800百万円が含まれてお 

  ります。 
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 （リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 
 

 

取得価額 
 

相 当 額 
（百万円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（百万円） 

中間期末
残  高
相 当 額
（百万円）

有形固定資産 
そ の 他 

（工具器具備品） 
644 194 450

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

11 8 2

合 計 656 202 453

  
※未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
 

１年内 193百万円

１年超 259百万円

合計 453百万円
  

※未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 112百万円
  
④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

道路資産の未経過リース料 
 

１年内 529,971百万円

１年超 26,298,079百万円

合計 26,828,051百万円
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当中間連結会計期間 

（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

(注)１．当社及び独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定に

ついて、おおむね５年ごとに検討を加え、必要

がある場合には、相互にその変更を申し出るこ

とができるとされております。ただし、道路資

産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構法第17条に規定する基

準に適合しなくなった場合等、業務等の適正か

つ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがあ

る場合には、上記の年限に関わらず、相互にそ

の変更を申し出ることができるとされておりま

す。 

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計

画料金収入に計画料金収入の変動率に相当す

る金額を加えた金額（加算基準額）を超えた

場合、当該超過額（実績料金収入－加算基準

額）が加算されることとなっております。ま

た、実績料金収入が、計画料金収入から計画

料金収入の変動率に相当する金額を減じた金

額（減算基準額）に足りない場合、当該不足

額（減算基準額－実績料金収入）が減算され

ることとなっております。 
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（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成 18 年 9月 30 日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)国債・地方債等 59,980 59,983 3

(2)社債 - - -

(3)その他 4,999 4,999 △0

計 64,980 64,983 3

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

関連会社株式 11,052
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（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

デリバティブ取引を利用していないため、該当事項

はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

 

高速道路 

事  業 

（百万円） 

受託事業

 

（百万円）

道路休憩所

事  業

（百万円）

その他の

事  業

（百万円）

計 

 

（百万円） 

消去又は 

全  社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円）

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 374,383 29,876 14,524 487 419,272 - 419,272

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
11 - - - 11 (11) -

計 374,394 29,876 14,524 487 419,283 (11) 419,272

営業費用 338,899 29,829 10,143 370 379,243 (11) 379,231

営業利益 35,495 47 4,380 117 40,040 (0) 40,040

 （注）１．事業内容の種類、性質等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っております。 

２．各事業区分の主要内容 

事業区分 主要内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託事業 
国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等、その他委託に基づく事

業等 

道路休憩所事業 高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等 

その他の事業 駐車場事業、トラックターミナル事業等 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日） 

  海外売上高がないため該当事項はありません。 
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（企業結合等関係） 

 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

１ 企業結合の概要 

相手企業等の名称 財団法人道路サービス機構及び財団法人ハイウェイ交流センター 

取得した事業の内容 SA･PA 事業のうち店舗運営、テナント管理等の運営・管理事業 

企業結合を行った主な理由 当社子会社であるネクセリア東日本㈱は、当社グループの事業展開等を踏 

まえ、平成 18 年４月１日に財団法人道路サービス機構及び財団法人ハイ 

ウェイ交流センターから、これらが営む SA･PA 事業のうち店舗運営、テナン 

ト管理等の運営・管理事業を譲り受けました。 

企業結合日 平成 18 年４月１日 

企業結合の法的形式 当社子会社のネクセリア東日本㈱による事業譲受 

結合後企業の名称 ネクセリア東日本㈱ 

取得した議決権比率 － 

 

２ 中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

  平成18年４月１日から平成18年９月30日まで 

 

３ 取得した事業の取得原価及びその内訳 

 (1)取得した事業の取得原価 

   △2,402百万円 

  ※引き受けた負債の金額が受け入れた資産の金額を上回っているため、上記の金額はネクセリア東日本㈱が支

払いを受けた金額であります。 

 (2)取得原価の内訳 

   全て現金であります。 

 

４ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 (1)資産の額   4,829百万円 

    (主な内訳) 

     銀行預金  3,980百万円 

 (2)負債の額   7,232百万円 

    (主な内訳) 

     建設協力預り金及び預り保証金  5,309百万円 

     退職給付引当金         1,923百万円 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 

（自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日） 

１株当たり純資産額 1,352.10 円

１株当たり中間純利益金額 226.70 円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 

当中間連結会計期間 

（自 平成 18 年 4月 1日 

  至 平成 18 年 9 月 30 日）

中間純利益（百万円） 23,804

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 23,804

普通株式の期中平均株式数（千株） 105,000

   ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
当中間連結会計期間末 

（平成 18 年 9 月 30 日） 

純資産の部の合計額（百万円） 141,970

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 

－

普通株式に係る中間期末の純資産額 

（百万円） 

141,970

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末の普通株式数（千株） 

105,000
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（重要な後発事象） 

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

 

(追加情報) 

当中間連結会計期間 

（自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日） 

  国土交通省からの注意・是正文書(平成 18 年９月 20

 日)を踏まえ、当社成立時に日本道路公団より承継さ 

 れた固定資産の一部の評価額等を当中間連結会計期間

 において 6,293 百万円(機械及び装置 6,490 百万円、土

 地△117 百万円、その他有形固定資産△2,685 百万円、

 流動負債その他 他 2,605 百万円)調整し、資本剰余金

 を同額増加させております。 

  これに伴う減価償却累計額の調整額 67 百万円は、 

 当中間連結会計期間の特別利益に計上しております。
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